
随意契約締結状況 

（平成２３年度） 

物 品 等 又 は 役 務 の 

名 称 及 び 数 量 

随 意 契 約 担 当 部 課 の 

名 称 及 び 所 在 地 

随 意 契 約 を 

締 結 し た 日 

随意契約の相手方の 

氏 名 及 び 住 所 

随 意 契 約 に 係 る 

契 約 金 額 

随 意 契 約 に よ る 

こ と と し た 理 由 

そ の 他 必 要 な 

事 項 （ 備 考 ） 

検体検査業務委託 

用度施設課 

相模原市緑区中野２５６ 

 

平成２３年 

４月１日 

株式会社 

保健科学研究所 

横浜市保土ヶ谷区 

神戸町１０６番地 

 

35,305,452円 

当院の検査システム及びオー

ダーシステムと検査センター

のシステムとの接続による円

滑な運用が可能な業者である

ため（日本赤十字社会計規則

第３６条第３項） 

 

冷温水発生機用真空 

保 持 部 品 交 換 

用度施設課 

相模原市緑区中野２５６ 

平成２３年 

４月１日 

株式会社 

京王設備サービス 

東京都渋谷区神泉町 

４‐６ 

 

 

1,974,000円 

予定価格が２５０万円をこえな

い工事または製造をさせるとき

であるため（日本赤十字社会計規

則施行細則第３５条第１項） 

 

冷 温 水 発 生 機 冷 却 

水系水室内塗装整備 

 

用度施設課 

相模原市緑区中野２５６ 

平成２３年 

４月１日 

株式会社 

京王設備サービス 

東京都渋谷区神泉町 

４‐６ 

 

 

1,869,000円 

予定価格が２５０万円をこえな

い工事または製造をさせるとき

であるため（日本赤十字社会計規

則施行細則第３５条第１項） 

 

Ｉ Ｔ Ｖ 設 備 録 画 

システムの交換修理 

用度施設課 

相模原市緑区中野２５６ 

平成２３年 

４月１３日 

株式会社 

京王設備サービス 

東京都渋谷区神泉町 

４‐６ 

1,659,000円 

予定価格が２５０万円をこえな

い工事または製造をさせるとき

であるため（日本赤十字社会計規

則施行細則第３５条第１項） 

 

寝台用エレベータ 4号

機の修理 

用度施設課 

相模原市緑区中野２５６ 

平成２３年 

９月２７日 

横浜エレベータ株式会社 

横浜市中区松影町２－８

－６ 

1,638,000円 

予定価格が２５０万円をこえな

い工事または製造をさせるとき

であるため（日本赤十字社会計規

則施行細則第３５条第１項） 

 

 

 

 

 

 

 



物 品 等 又 は 役 務 の 

名 称 及 び 数 量 

随 意 契 約 担 当 部 課 の 

名 称 及 び 所 在 地 

随 意 契 約 を 

締 結 し た 日 

随意契約の相手方の 

氏 名 及 び 住 所 

随 意 契 約 に 係 る 

契 約 金 額 

随 意 契 約 に よ る 

こ と と し た 理 由 

その他必要な 

事項（備考） 

透析機器の定期点検 

（オーバーホール・ 

消耗品交換） 

用度施設課 

相模原市緑区中野２５６ 

 

平成２３年 

９月１５日 

株式会社サンライフ 

相模原市南区相武台 

３－２８－１１ 

 

1,984,500円 

左記機器の納入業者および保守

委託業者であり、契約の性質又

は目的が競争を許さない場合で 

あるため（日本赤十字社会計 

規則第３６条第３項） 

 

省エネ対策による照

明器具交換作業 

用度施設課 

相模原市緑区中野２５６ 

 

平成２３年 

１１月１日 

株式会社 

京王設備サービス 

東京都渋谷区神泉町 

４‐６ 

2,478,000円 

予定価格が２５０万円をこえな

い工事または製造をさせるとき

であるため（日本赤十字社会計

規則施行細則第３５条第１項） 

 

直流電源装置整流器

部品交換作業 

用度施設課 

相模原市緑区中野２５６ 

 

平成２３年 

１２月１６日 

株式会社 

京王設備サービス 

東京都渋谷区神泉町 

４‐６ 

1,239,000円 

予定価格が２５０万円をこえな

い工事または製造をさせるとき

であるため（日本赤十字社会計

規則施行細則第３５条第１項） 

 

無停電電源装置蓄電

池交換作業 

用度施設課 

相模原市緑区中野２５６ 

 

平成２４年 

３月２１日 

株式会社 

京王設備サービス 

東京都渋谷区神泉町 

４‐６ 

1,365,000円 

予定価格が２５０万円をこえな

い工事または製造をさせるとき

であるため（日本赤十字社会計

規則施行細則第３５条第１項） 

 

 

 


